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Summary of this article 
  This article deals with the critical review of Strategic Human Resource 
Management research. The results show four points. First, analyzing human 
resource practices from the view of human resource bundles converges the 
deviation of firms, which pulls up the level of analysis. This makes it difficult to see 
how the competitive advantage of a firm is caused by human resource 
management. 
 
  Second, even though a firm has many employment categories, by regarding a 
firm as a single human resource management, we can ignore the combinations and 
synergistic effects of human resource management which each employment 
categories cause.  
 
  Third, though previous researches assume that human resource policies or 
practices follow the strategies that each firm chooses, firms with new types of 
strategies which previous researches can't explain, have appeared. 
 
  Fourth, strategic human resource management research couldn't show the 
synergistic pattern of the human resource bundle. 
 
  To deal with these problems showed above, this article suggests a human 
resource policy level approach divided into functions, by combining the patterns of 
human resource policies which each employment categories hire in a firm. 
This article also proposes that strategic human resource management researches 













































管理が捨象され， 雇用区分間の人事管理の組み合わせが軽視されている点。 第３に， SHRM
論は， 戦略から HRM が策定されることを前提に Porter （1980） や， Miles & Snow （1978）
の戦略類型を用いてきたが，例えば，低価格戦略と差別化戦略を同時に実施している企業
も登場しており，これらの企業がどのような HRM を実施しているのか，既存の戦略類型






どのような「人事管理」を実施しているのか，組み合わせを考える必要があり，HRMに関  2 
する事例分析の蓄積から帰納的にも理論構築する必要があることを主張する。 
  SHRM という用語は，1980 年代から使用されはじめたとされ，Fombrun, Tichy, & 
Devanna(1984)がその最初である（守島, 2010）。 SHRM 論は，人事部門および人事管理
を，単なる従業員管理の手法から経営と重要な関わりを持つ分野として昇華させてきた。
その意味で岩出(2001)が主張しているように，HRM 研究は，Personnel Management
（PM）から Human Resource Management（HRM） ，そして SHRM と変化を遂げてい
る。こうした PM から HRM，SHRM という流れの中で，多くの研究者が SHRM 論の正
当性を主張するために理論研究（Wright & McMahan, 1992; Lepak, et al, 2006）や実証
研究（Huselid, 1995，MacDuffee, 1995 など)により，分野の妥当性を主張したり，企業
（事業）戦略に HRM が寄与することを証明しようと試みてきた。 
 
２．先行研究 
  SHRM 研究は，①企業の最終的な従属変数（生産性・財務的成果・成長性・品質・イノ
ベーションなど）に人事施策の開発と利用が及ぼす影響すること，②チームや部門単位を
主な分析対象として組織が戦略的な目標を遂行するために，人事施策がどのような役割を
果たすのか，ということを研究する領域である（守島, 1996a）。 わが国では 90 年代後半に
紹介されはじめ（守島, 1996a; 1996b; 蔡, 1998） ，既に多く研究が蓄積されつつある（岩
出,2001; 2002;  木村, 2007;  竹内, 2008）。  
  SHRM研究には， 大きく２つの潮流がある。 １つは， Porter(1980)， Miles & Snow(1978)
が提示した戦略類型と対応する形で人事施策が規定されると考えるSHRM論と，もう１つ
はBarney(1995; 2002)を中心とする資源ベース観(Resource Based View：以下RBV)に基
づいて企業の歴史や経路依存性から影響を受けて形成される独自のHRMの組み合わせを
検討するSHRM論である 3
SHRM 論は RBV と親和性が高く，近年 RBV に基づいた理論展開がされている。しか
し，RBV が，戦略論の分野でその概念が批判されており（Priem & Butler, 2001）， また，
Porter（2010）が，自分の枠組みの中に RBV を内包させようとしているように，RBV に
立脚している SHRM 論もまた理論的脆弱性に晒されている。 そこで SHRM 研究に見られ
る問題点を以下検討していく。 
（Schuler & Jacson, 1987） 。しかし，多くの研究者が指摘する
ように，人的資源が持続的競争優位の１つであるという主張は，必ずしも理論的に後付け
られていない（Lengnick-Hall & Lengnick-Hall, 1988; Wright & McMahan, 1992）。  
 
2.1.  分析レベル 
  SHRM研究の分析レベルは， 上位概念からHR 哲 学（ Philosophy），HR ポリシー(Policy)，
HR プログラム（Program）， HR 施策（Practice）， HR 運用（Process）がある（Arthur & 




関する企業や事業単位での意図をあらわしたもの」(Wright & Boswell, 2002)とも定義さ
れる。HR プログラムは，戦略に合致した行動を支援する調整された HR 成果を指す。HR  3 
施策は，働く人々に求められる行動を導き，補強すること，もしくは， 「ユニット内で行わ
れる実際のプログラムやプロセス，技術」(Gerhart et al, 2000; Huselid & Becker, 2000)
を指す。HR 運用は，どのように活動が遂行されるかを示す。 
  分析レベルから SHRM 研究を考えた場合，近年研究は２つの方向に発展している。１
つは，HR 施策の運用(implementation)に注目した研究である(Becker & Huselid, 2006)。  















る研究である（Lee et al, 2004;  中原他, 2006）。  
もう１つは， HR 施策に関する従業員認知の問題である。 従業員認知が問題となるのは，
HR 施策が導入されていても，HR 施策の対象である従業員が HR 施策の存在を知らない










支援していると感じているか否かという組織サポート認知（Perceived  Organizational 
Support;  POS）を HR 施策と組織成果変数との間に想定する研究（Eisenberger, 
Huntington, Hutchinson, & Sowa, 1986;  Rhoades & Eisenberger, 2002; Bowen & 
Ostroff, 2004; 鄭, 2008）や従業員像に注目する研究（西村, 2008; 2010a）がある。西村
（2008; 2010）は，自社の社員はどのようなタイプの人達であるか２次データを用いて分
析し，役割理論から検討している。また，人事部門・従業員・事業経営者の３者が抱く自
社の従業員像ギャップに注目し，従業員像の認知の違いが HR 施策に与える影響を検討し  4 
ている。これらのいわゆるブラックボックス研究は，HR 施策と組織成果までの間に存在
する変数を探索する研究であり， 認知 （山本, 2007;  立道, 2009;  原口, 2010），運 用（ Becker 
















プローチとも呼ばれ， 企業戦略や目的に依存せず普遍的 （最良の） HRM を主張する(Pfeffer, 
1994; Huselid, 1995; Delery & Doty, 1996)。 
第２のコンティンジェンシー・アプローチは，戦略と整合的な HRM を研究するもので
あり，企業の戦略によって求められる HRM が異なると考える。 
第３は，戦略とHRMの整合性だけなく，HRM内の整合性も必要であるという考え方で
ある。戦略との整合性を外的整合 5
  本稿で注目するのは，内的整合性の中でも人事施策の束の研究である。 
/垂直整合（external fit/vertical fit）と言い，HRM内
の整合を内的整合／水平整合（internal fit/horizontal fit）と区別される。 
人事施策の束の研究は，SHRM 研究に多くの貢献を果たしたものの，３つの点で問題が
ある。１つは，多くの既存研究が指摘しているように，研究者によって人事施策の束に含
める人事施策が異なる点である(Osterman, 2006; Way & Johnson, 2005; Lepak et al, 
2006)。図表１にあるように，人事施策の束としての構成概念として使用されている人事
施策は研究者によって異なるほか，従属変数についても研究によって異なるために，追試
が難しい。 例えば， 組織パフォーマンスの例を挙げても営業利益率， ROE， ROA， 離職率，
欠品率，生産性，トービンの q など研究者によって取り上げている変数が異なる（Way & 
Johnson, 2005; Huselid, 1995; Auther, 1994; Delery & Doty, 1996)。 
２つ目は，人事施策を束として捉えることで，暗黙裡に分析レベルを HR 施策から HR
哲学の議論へと昇華している点である。分析レベルの抽象度を上げることで，名称の差こ
そあれ，一般的に高業績ワーク・システムと呼ばれる人事施策の束は，大きく従業員のコ
ミットメントや参加を認めるマグレガーの Y 理論タイプの HR 哲学（high-commitment, 
high involvement）と，企業が従業員をコントロールすることを前提としたいわば X 理論
タイプの HR 哲学（control system, administrative HR system）に大別され，既存研究  5 
は，概ね従業員参加型の HR 施策の束が有効であると主張する。これらの既存研究は，複
数の HR 機能から成る HR 施策を１つの概念にまとめているために HR 施策の束が意味す
るものは，企業の人的資源に対する考え方，すなわち HR 哲学を示すことになる。 








図表１  HR 機能別に見た人的資源の束の研究 
 
Lepak et al.(2006)から一部抜粋 
 
  2.3.  戦略類型 
SHRM 論のコンティンジェンシー・アプローチに基づけば，戦略に整合的な HRM が存
在することになる。この時に用いられるのが Porter(1980)の一般戦略と Miles & 
Snow(1978)の戦略類型である。すなわち，Porter の３つの一般戦略（コストリーダーシ
ップ戦略，差別化戦略，集中戦略）に対応する形で整合的な HRM が存在するという主張
や，Miles & Snow(1978)の「防衛型」 「探索型」 「分析型」 「反応型」に対応した HRM が
策定されるという主張である(Schuler, 1988)。戦略類型に基づいた HRM は，戦略によっ
て従業員に求めるアウトプットや従業員像が異なり，多くの既存研究も戦略類型に基づい
て議論を展開してきた（竹内, 2005;  西村・守島, 2009）。  
戦略類型を用いることについては，同時に批判もある。Porter や Miles & Snow の戦略
類型に基づいた人事施策が，過度に単純化しており変数省略の問題(omitted  variables)を
引き起こしているという批判（Chadwick & Cappeli, 1999）や，戦略に整合的な人事施策




















































職務設計／職務分析 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
採用 ✓ ✓
選抜 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
訓練／育成 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
グループインセンティブ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
その他の報酬制度 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
従業員参加／権限委譲 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
チーム ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
報酬評価 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
雇用保障 ✓ ✓ ✓
苦情処理 ✓ ✓ ✓ ✓
昇進／キャリア管理 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓






採用する企業の HRM と差別化戦略を採用する企業の HRM は，対極の施策を展開する場
合が多い。コストリーダーシップ戦略を選択する企業は，従業員に効率性や結果を求める
であろうし， 差別化戦略を選択する企業は， プロセスや創造性を評価項目とするであろう。
その意味で戦略類型の理念型だけでなく，事実を積み重ねていく研究(Pfeffer & Sutton, 
2006; LawlerⅢ, 2007)から HRM を分析する必要がある。 
 





藤, 2008;  西村・守島, 2009）。  
  分析対象が企業内の正社員なのか，非正社員なのか，双方なのか違いはあるけれども，
いずれの分析でも仕事の範囲と勤務地の限定性に違いがあり，それに応じて賃金の決定基
準や人材育成方針，対応する職種が異なる（佐藤他, 2003;  西村・守島, 2009）。  
  既存研究が示唆することは，単一の企業内で複数の雇用区分が存在し，人材ポートフォ


















細な事例を検討するのではなく，SHRM 論を考察する材料として用いる。   7 
 
  3.1. HRMの組み合わせに関する事例１：株式会社ローソン 6
  ローソンは，   コンビニエンスストア最大手のセブンイレブンジャパンとは異なる戦略を
選択し独自の進化を遂げている。一連の差別化戦略は，いわゆる新浪改革と呼ばれる新浪
剛史氏が社長になってからの出来事である。新浪剛史氏が社長として就任する前のダイエ








外部人材の登用を実施した。役員 21 人のうち 14 人は退任してもらい，商品本部の多くの
部長を入れ替え，事業の再構築をトップから実施した。 















  さらに，自律的な社員を育成する HRM を展開する一方で従業員の行動を水路づけるた
めに，企業理念を 2005 年に再設計した。 「私たちは“みんなと暮らすマチ”を幸せにしま
す」がそれである。この企業理念を浸透させるために，企業内大学であるローソン大学と
加盟店に行われているミステリーショッパー制度が大きな役割を担っている。 
  新浪氏が就任した当初は「鳥取砂丘に水を撒く」状況であった社員も， 「ようやく鳥取砂
丘に梨ができつつある」と新浪氏をして言わしめるようになってきた。 
 
  3.2. HRMの組み合わせに関する事例２：株式会社WOWOW7
WOWOW は，衛星放送会社である。WOWOW は，1984 年に初の民間衛星放送会社と
して日本衛星放送の名称で設立された。当初，経団連が主体となって民間企業が数十社出
資して設立された同社は，出資に協力した製造業から商社に至るまで数多くの企業からの














こしていた。そこで同社は，2003 年 10 月から管理職を対象に半年俸制と呼ばれる半年ご
とに年俸が決まる仕組みを整え，2009 年までに全社員に導入をした。半年俸制の下では，
年功による賃金体系を維持しつつも， 年収ベースで 15％が前の半年の業績評価で決まるよ








  3.3.  戦略類型に当てはまらない事例：IKEA（イケア） 















「生活の知恵」11を具現化しているからである。イケアではルームセットの専門家を各店  9 
舗で抱えており，彼らが「住む人の年齢や職業，年収，趣味，名前まで考えてセットを作
る」12
  では，ビジネスモデルを支えるイケアの HRM はいかなるものなのか。そこには従業員
を家族として扱う記述がみられる（Jungbluth, 2007） 。 「生活共同体であり価値を共有す
る場所」であるとか，名前で呼び合うとか，従業員が「We are IKEA」を合唱するなど，
強烈な組織風土を持つ企業である。また，社員食堂が無料である他，家具店で 15%の割引
が適用されるなどの特典があり， 2005 年にはアメリカでフォーチュン誌が発表する 「社員
に優しいアメリカ企業トップ 100」にも選ばれている。従業員を Co-worker と呼ぶように
雇用区分や就業形態で呼び方を変えることはせず，部署でのトレーニングや能力開発など
について週 8 時間労働のパートタイマーであっても，２時間をかけて面接をするという。  
という。こうして「こんなコーディネートもあったのか」と顧客に思わせる演出を
している。 
  さらにホームページに記載されているイケアの採用コンピテンシーを見ると， 「チャレン













SHRM 論が抱えるこれらの問題を回避する１つの方法は，機能別に HR ポリシーのレベ
ルから議論をすることである（図表２） 。図表２は，正社員の雇用区分が２つあり，非正社
員の雇用区分が１つある場合の企業例を示している。既存研究に従い，HR ポリシーは，
採用・育成，昇進・昇格，公正性の３つを設定している（Morishima, 1996; 1999; Lepak 
& Snell, 1999;  島貫, 2009;  西村, 2010a）。 特に分析レベルを HR 施策ではなく，HR ポリ
シーにしているのは，個別の HR 施策が，完全に HR ポリシーをバイアスなく反映すると
は限らないからである。 企業は， 歴史や経路依存性(Barney, 1995)， それに伴う慣性 （Leana 
& Van Buren, 1999)，制度的要因（Morishima, 1999） ，従業員の情報を引き出す企業組織





を統合した結果，分析レベルが HR 哲学に昇華され，企業の HRM の多様性が削減されて
いた。 それに対して， HR ポリシーは， 戦略に合致した人的資源に関する行動指針であり，
さらに企業内の雇用区分の多様性を保持したまま分析が可能である。   10 











図表２  機能別に見た HR ポリシーの研究（雇用区分が３つの会社の仮想例） 
 
  分析レベルを HR ポリシーに設定したうえで，次に戦略人事の事例を積み重ねていく必






















HRポリシー1（採用・育成） 長期雇用 有期雇用 有期雇用
HRポリシー2（昇進・昇格） 成果重視 年功重視 能力重視
HRポリシー3（公正性） 重視
一部重視
（転換制度有） 重視せず  11 
図表３  「戦略」と「人事」の組み合わせの検討 
 
※1  人事制度内に記載されている「L」はローソンを指し， 「W」は WOWOW を指す 
※2  人事制度内の実線はローソンでの内的整合性を示し，点線は WOWOW の内的整合性を示す 
 
イケアは，低価格と差別化を両立している企業である。近年，ファーストリテーリング
や低価格の航空会社など，Porter の一般戦略や Miles & Snow の戦略類型から演繹的に
HRM 施策を考えることが難しいケースが登場してきている。 







































ビジネスに合致した人材の供給  12 












る。 回答者への負荷は測定の問題と関連する。 HR 施策や HR ポリシーを誰に尋ねるのか，
評価者間の問題やサンプル数の問題は，SHRM 研究でも盛んに取り上げられている









分析対象となりうる。例えば，HR ポリシー－HR 施策－HR 運用の３つのレベルの整合も
考えることができるであろう。ただし，単一の回答者が回答しても認知バイアスが存在す
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